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との論文は，港湾lζX一効率，x－非効率が存在しているかどうかを検証

し，同時にその大きさを計測する乙とを目的としている。

Primeaux〔10〕は，アメ リカの電力業において， 競争が電力供給の平均

費用を11%も引き下げる効果のある乙とを指摘した。彼は独占ないし競争制

限がX一非効率を発生させているとし，公的規制緩和が効率的な資源配分を

実現させる ζとを強調した。

日本の電力供給は完全な地域独占下にあり，電力会社聞の競争は行なわれ

ていない。同様K，港湾も外部効果と費用逓減から，公的部門がその供給の

大部分を担ってきた。

しかし，鉄道，海運，航空， トラック ，パス等運輸部門の規制緩和が世界
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的規模で進められている。日本においても，国鉄，電電公社，専売公社など

の民営化lζ代表されるように，公的規制の大幅な緩和が行なわれている。乙

のような民営化，公的規制緩和の経済理論的背景K，「公的独占企業よりも，

私的独占企業のほうがより効率的である」 と推論する，「x－効率理論Jがあ
る。

社会の代表的な非効率である市場支配力（独占）による非効率＝資源のロ

スは，競争政策の観点からきわめて重要な意味をもっととから，たえず理論

的かっ実証的研究の対象となってきた。とくに，その非効率の除去に関する

理論的研究やその非効率の大きさを計測する豊富な研究成果がある。

しかし，非効率の大きさを計測するという実証分析からは，市場支配力に

よる非効率は無視するほど，小さなものであるという乙とが報告されている。2)

むしろ，非効率の主たる原因は。組織や経営者能力などの経営管理レベルに

おける費用の上昇であると指摘されている。いわゆる， x－非効率による資
源配分のロスの存在である。

主要8港の昭和36年度から58年度までの港湾管理者財政の累積赤字額は23

87億円lζ達している。乙のような港湾管理者財政の赤字は，解消の方向では

なく，むしろ一層拡大する方向にある。われわれは乙の巨額な赤字iζ注目し，

X一効率， x－非効率という観点から，港湾を分析枠組にあてはめ，検討し

てみるととにした。すなわち，乙の論文の目的は，港湾におけるX一効率，

X一非効率の競争的側面について検討し，同時にその大きさを試算的に計測

する乙とである。

われわれは，以上のような問題意識にもとづき，まず，現在の港湾整備方

式と費用負担について整理する。乙乙で，港湾整備方式が内在的lζ非効率を

生み出すメカニズムである乙とを明らかにする。そして港湾管理者財政の巨

額な赤字が平均費用曲線を上方にシフ卜させている乙とを示す。

第3節では，赤字と平均費用曲線のシフ トおよび港湾における競争関係の

存在から，港湾ICX一効率， x－非効率が存在している乙とを示唆する。
第4節では， X一効率， x－非効率の存在を検証するための分析手法につ

いて簡単に展望し，われわれの計測方法を提示する。
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第5節では，われわれの計測結果を要約する。乙乙で，港湾ILX一効率，

x 非効率が存在しているととを明らかにし，競争により港湾管理者の平均費

用を29%～64%をも引き下げる効果が存在しているという計測結果を提示す

る。

そして，最後に簡単な要約と今後の課題を与える。

注 1）乙の論文を作成するにあたって．（財）港湾労働経済研究所所長喜多村昌次

郎先生から有益なコメン卜をいただいた。また．（財）港湾労働経済研究所

からも豊富な資料提供の協力を得ている。乙乙lζ記して感謝いたします。も

ちろん，残存している誤りのすべてが．筆者自身の責任である乙とはし、うま

でもない。

2 ）乙の非効率の実証分析結果によると ．乙のロスの対 GNP百分比の推定値

は．ハーノぐーガーが0.07.シュワルツマンが0.13.カマーシェンが3.87～7

55.シャーラーが05～2.0.ウースターが0.44～0.73というように．カマー

シェンの計測値をのぞき．きわめて小さなものとなっている（馬場 ・岩崎

〔3〕.p.123参照）。

2.港湾の供給メカニズムと費用

港湾サービスの外部効果と費用逓減（供給の技術特性） ICよって，港湾と

いう公共財（準公共財〉は，国の港湾整備計画iともとづいて，建設し獲備

されてきた。とくに資源が乏しく，島国である日本にとっての港湾整備は，

経済発展のための不可欠な投資であり，戦後一貫して高水準の港湾投資がな

されてきた。

現在の港湾整備事業は，＠国が主体となって行ない，港湾管理者にも一

部負担を求める直轄事業，＠ 港湾管理者が国の補助を受けながら行なう補

助事業， G 港湾管理者が国の補助なしに，一般財源で行なう一般単独事業，

@ 財政投融資資金で行なう事業，さらには，＠ 官民共同の第三セクタ一

方式による整備事業等々から成り立っている。



110 競争効果とx－効率

乙のような港湾整備の事業費は その相当部分が国費によって賄われてい

る。第6次港湾整備5カ年計画（昭和56年～60年度） ＇ともとづく，昭和 58年

度の港湾整備事業費， 5,785億円のうち 国が直轄事業の補助事業のためκ

港湾整備特別会計からの支出は， 3,364億円であった。乙のように国が港湾

整備事業費として直接・間接に全体の58%を支出している。そして一般会計

からの支出は， 2,538億円となっている。すなわち事業費の44%は国が直接

支出している乙とになる1）。

現状の固と地方自治体の費用分担の下では，公的資金配分について費用最

小化のインセンティブが欠如している。それゆえに資源は過剰に利用され，

経済社会は最適資源配分lζ失敗する。

港湾や道路等の公共財は外部効果をもっているために，ある港湾ストック I

単位から得られる港湾利用者全体の限界便益は，その利用者のうちの地域住

民（港湾管理者の属する地方自治体）が得られる限界便益よりも大きくなる。

ζの差は地域住民以外に帰属する限界便益となる。

また，国の補助や国の直轄事業Iとより，港湾建設の港湾管理者の負担は港

湾建設の限界費用よりも小さくなる。乙のような場合，地域住民の便益の最

大化（福祉の最大化）を実現しようとする港湾管理者は，港湾整備による港

湾ス トック l単位につき，（地域住民の限界便益一港湾管理者の負担分）の

余剰が発生する乙とから，固に対してできるだけ多くの港湾整備事業を遂行

するよう要望する乙とが予想される。港湾管理者が乙のような行動原理にも

とづいて行動するならば，乙の自治体 （地域）は社会的にみて明らかに過大

な港湾ストックを整備し，もつ乙とiζなる 2)0 

他人のお金（補助金）を自分（地方港湾管理者）あるいは他人 （他の港湾

管理者や他の地域住民）のために支出する場合は，費用最小化の誘因が作用

しないので，港湾ストックは過剰となる。とく lζ外部効果に対する港湾管理

者の期待が港湾整備を促進させ，地方港湾ほど過剰供給の状態となっている

ものと考えられる。 ζの過剰投資，過剰供給が港湾管理者財政の悪化の原因

のひとつとなっている。

図1は，昭和51年度と昭年58年度における主要8港の平均費用曲線を示し
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たものである （ただし，港湾取扱貨物量は歴年）。 51年の主要8港全体の港

湾取扱貨物量が6倍、6千万 トン，企業会計方式による総費用が440億 5千万

円であり，港湾管理者が港湾サービスを提供するために必要な貨物 l単位当

図1 港湾管理者の費用構造（主要8港）
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表1 企業会計方式による港湾管理者財政（昭和58年度） （単位 ：・11万阿）

汗~ 経常収1.¥:. 経常 ＇l'i 用 ( B) 打l1.：主
(A) 管理 ＇l'i 公m平IJ子等 i岐1冊似111'{1( (A B) 

特定重要港湾
57 '601 30,418 32' 286 14' 190 76 ,894 ム19,293

（主要8港）

特定重要港湾
10,765 5 ,246 8,908 5' 180 19 ,334 ム 8,569

(IO港）

if（要港湾
21, 807 17 .880 35' 523 17' 159 70' 562 ム48'754 

(113i在）

ぷr語I、 90 173 53 '544 76, 717 36' 529 166,790 ム76,616

資料tt\filf ： 港湾局管理事~財務係。

りの費用は約67円／ トンである （図 lのA点）。しかし，周年の収入は308

億4千万円であり， 132億円の赤字となっている。乙の赤字額を解消させる

ためには，平均費用に等しい港湾サービス料金を設定するか，港湾取扱貨物

量が9億4300万トンまで増加するととが必要である （B点）。

昭和58'.年の港湾取扱貨物量6億7775万 トンにとどまっているのに対して，

総費用は大幅に増加し， 769億円となっている。乙の乙とは図 lの平均費用

曲線が大幅に上方にシフトしている乙とからも読みとる乙とができる。乙の

ように港湾管理者の平均費用曲線は毎年上方Kシフトしている。昭和58年度

の平均費用は113円である cc点）。 同年の経常収入が576億円，赤字が
193億である。乙の赤字額を解消させるためには，港湾取扱貨物量が約9億

500万トンまで増加する乙とが必要となる（D点）。

平均費用曲線の上方へのシフ卜の原因は，先lζ述べたように港湾整備への

過剰投資があげられる。経済構造の変化，物流構造の変化によって，港湾サー

ビス需要の大幅な増加が期待できない今日においては，港湾への投資を抑制

する必要がある。 主要な8港の港湾管理者財政は昭年36年度以後一貫して赤

字であり，昭和58年度までの累積赤字額は2.387億円に達している。また，

昭和58年度における特定重要港湾18港と重要港湾113港全体の赤字額は766

億円 （うち重要港湾の赤字額486億円） !C.達している。乙れは同年度の国鉄
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の赤字額l兆6604億円の22分の lではあるが，それでも港湾で 1日当り

2億円の赤字が発生している乙とKなる 3）。

乙のような港湾管理者財政の巨額な赤字の原因は，先iζ述べたように過剰

投資や港湾整備費用の上昇などが指摘できるが，われわれは乙の巨額の赤字

の一部が港湾におけるX一非効率の存在によるものと考える。すなわち，平

均費用の上昇はx－非効率によって生じており，なんらかの競争政策がとの

費用の上昇を抑制しうるものであると考える。そ乙で次iζ，港湾におけるX

効率， X一非効率の存在について検討する。

注1) 「運輸白書J，「財政金融総計月報」による。

2）費用最小化というインセンティブが欠如している状態においては。資源が過

剰に利用されるとする議論は，小糠〔8〕による。また．港湾財政制度下に

おける港湾の供給メカニズムの詳細な分析は坂井〔11］を参照。

3）運輸省港湾局管理課資料による。

3.港湾におけるX一効率・ X一非効率

Leibenstein, H .〔6〕は，市場が競争的であるほど．企業の費用最

小化のインセンティブが強く，企業内の最適資源配分（費用最小化）が実現

され，乙の場合企業はX一効率の状態にあるといい，逆lと，市場の競争的圧

力が弱し、場合には，企業の費用最小化のインセンティブも弱く，平均費用が

上昇し，企業内の最適資源、配分が実現されず，乙のような企業はX一非効率

の状態にあると指摘した。

とのX一効率理論は 「X一非効率は競争によって排除され，競争はX

非効率を減少させ， X－効率を実現させるjと推論する。

乙のようにX一非効率は，市場の競争的圧力が弱く，経済主体の利潤追求，

費用最小化というインセンティフが欠知しているような状況の下で，企業の

組織（公的機関）や管理者能力などの経営管理レベノレにおける費用の上昇，

さらには労働者レベル （労務管理上）におけるロスから生じる費用の上昇が
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原因となって発生する内部的効率性の低下ないしは非効率であると定義され

るI）。

乙のX 効率理論によれば 市場構造が不完全であるほど（集中度が高い

産業ほど）， x一非効率が大きく，市場構造が競争的であるほど（集中度が

低い産業ほど）， x－非効率は小さくなる。また，同じ独占企業であっても，

公的独占企業よりも私的独占企業は競争的圧力にさらされており，公的独占

企業よりもより効率的であるといえる。

港湾においてのX一効率理論は次のように推論される。港湾管理者が競争

圧力lζ直面している場合には，その港湾管理者の平均費用は小さく，またそ

の上昇幅も小さく，赤字額も少なくなる。一方，競争圧力から独立である港

湾管理者の平均費用は大きく。その上昇幅も大きく ，赤字も巨額となる乙と

が予想される。さらlζ，以前から指摘されてきたζとであるが， x－効率理
論は公共埠頭よりも民間埠頭のほうがより効率的に利用されている乙とを教

えている。

昭和33年から始められた港湾整備五カ年計画にもとづいて，高水準の港湾

投資が行なわれてきた今日では，特定重要港湾だけでなく，ほとんどの重要

港湾においても大型岸壁が整備され，近代的荷役設備が備えられている。し

たがって，港湾利用者である船社や荷主は特別の制約がなし、かぎり，どの港

湾をも利用する乙とが可能な状況にあると言ってよし、。乙の意味において各

港湾は代替関係lζあり，港湾問の競争が行なわれている。

各港湾管理者が他の港湾管理者と競争関係にあるという前提の上で議論を

進める ζとができるならば，港湾にもX一効率， X一非効率が存在している

可能性は大きく ，港湾における最適資源配分からも大きく来離している ζと

が予想される。もし， x－非効率が存在しているならば，港湾K競争政策を

導入する乙とによって， x－効率を減少させる乙とができる。すなわち，港
湾の最適資源配分が実現されるとともに，結果として港湾管理者財政を健全

化の方向lζ向かわしめるととが可能となる。乙の意味においてわれわれは，

港湾iζX一効率， X一非効率が存在しているかどうかを検討する乙とは価値

あるものと考える。
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注 I)X 非効率が企業において発生する原因として．馬場〔2〕は次の 3つの理

由をあげている。① マネジメン卜・レベルのロスである。乙れは経営者機

能が株主から分離し，利潤の極大化という株主の目的と異なった目標を追求

する乙とによって発生する。＠組織の大規模化によるロス。とれは企業規

模の拡大によって．管理階層が増加し．組織の階層的構造が肥大することに

よって．情報や指令のf誌の増大が効率的管理を悪化させる乙とによる非効率

である。 θ 労働者レベルのロス。乙れは，機械などの資本用役とは異なっ

て労働者を一定時間拘束する乙とはできても．労働の密度や努力水準を外部

から自由に経営者がコントロールするζとは不可能である乙とから発生する

非効率である。

4. x一効率の計測方法

x－効率理論の「競争はX一非効率を減少させ，市場が競争的であるほど

企業はX一効率的であるJという議論をめぐって，さまざまな理論的論争が

行なわれてきた 1)。そして，同時に，競争をX一効率との関係，すなわち，

X一効率， x－非効率の存在を検証するといういくつかの実証分析が提示さ

れてきた 2）。

ζ乙ではXー効率の存在を検証するための計測方法を簡単に展望し，われ

われがζ乙で用いる方法について説明する。

(a) フロンティア生産関数

フロンティア生産関数によるX一効率を計測する方法は，企業ないし産業

のもつ技術的知識（フ ロンティア生産関数）の下で生産可能な潜在的産出量

Yを導出し，乙の潜在産出量Yと現実の産出量Yとの比，すなわちY/Yを

X一効率の指数とするものである。乙のフ ロンティア生産関数による実証分

析例として， Carlsson, B .〔 4〕， Aigner〔l〕，Shepherd 〔12〕，

Timmer〔14〕がある。

Carlson, B 〔4〕は，スウェ ーデンの26製造業のデータを利用 して，

Y/Yの指数と市場集中度，関税率，輸出比率，輸入シェア，数種の技術的
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要因との関係を回帰分析する乙とによって検証した。その結果によると，市

場集中度の係数は正で，かっ有意であり x－効率理論の仮説，市場支配力
がX一非効率の原因となるという仮説が否定された。しかし，関税率の係数

の推定値は負かつ有意となり ，関税による産業保護がX一非効率の原因とな

るとし、う仮説が肯定されている。

また，馬場 ・岩崎〔3〕は，日本の産業のデータを利用し，同様な方法に

おいてX一効率の指数を計測し， X一効率と産業の集中度の関係について分

析している。それlζよると，産業を相対的に集中度の低いものと，相対的に

集中度が高いものとの二つのグループに分けた場合，前者では，集中度の上

昇iζ伴なってX一効率が大きくなり，後者では逆iζ，集中度が高くなるにつ

れて， x－非効率が増大するという結果を得ている。
乙のフロンティア生産関数による方法は，信頼しうる資本や労働力に関す

るデータを確保する乙とが必要である。しかし，今回われわれが分析対象と

している港湾における資本や労働力を把握しうるデータの確保はきわめて困

難である ζとから，乙のフロンティア生産関数によるX一効率の計測方法を

用いる乙とができなかった。

(b）一般管理費＝ X一非効率

一般管理費の膨張がX一非効率の指標lζ近似しうるものとして，総費用i乙

占める一般管理費と企業規模，集中度等との関係を回帰分析する乙とによっ

て， x－非効率を検証する。

ζの方法は．日本の243社の大企業のデータを利用して， Caves, R . E 

and Uekusa, M.〔5〕が試みている3）。その分析結果によると，大企業

ほど一般管理費が大きくなる傾向にあるが，その係数は有意ではない。

港湾においても，港湾規模と一般管理費とは正の相関関係（相関係数0.86

87）にあるが，企業の一般管理費と港湾管理の一般管理費との対応は明確で

はないので， 今回は，乙の方法をと らなかった 4）。

(c) 競争効果の計測

競争のもとにおけるX一効率の存在を有効に検証するためには，諸々の要

因が作用しているなかから，競争の効果だけを抽出する必要がある〔10,p. 
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105〕。

Primeaux, W. ] .〔10〕は，他の諸要因のなかから競争の効果のみを

分離するという分析手法を用いて，アメリカの電力業におけるX一効率を計

測している。

彼は，まずアメリカの電力供給会社を独占企業と競争企業との2つのグルー

プに分割する 5）。そして，次K独占企業と競争企業とのペアをつくる。その

場合，競争企業のぺアとなる独占企業は次の3つの基準を満たしている企業

が選ばれる。第 lは，競争企業と同じ州において電力供給を行なっている乙

と。第2は，企業規模が競争企業と近似的に等しい乙と，もし同じ州、IIζ等し

い企業が存在しない場合には，より大きい企業を選ぶ。第3は，電力供給シ

ステム（動力源）が共通である乙と。

Primeauxは，以上のようκして選択した企業の電力生産費（千kwH当り

の平均費用）と売上高，供給能力，発電コスト，一世帯当りの電気消費量，

l事業所当りの電気消費量，需要密度等との関係を回帰分析する乙とによっ

て， x－効率の存在を検証する。彼は，競争の効果のみを抽出するという乙

とを，競争ダミー変数を用いる乙とによって， 電気業のX一効率を評価す

る。

その分析結果iζよると，競争は電力生産費を1.5155ミノレ（1000分の lドル）

引き下け．る効果があり，乙れは対象企業の平均費用（14.097ミJレ）の11%に

相当している。競争の効果，すなわちX一効率の存在が十分説明されており

(1%で有意），独占がX一非効率を発生させているとし，電力業に対して

規制緩和を行なう ζとが望ましいと結論している。

われわれは， 今回の港湾におけるX一効率・非効率の存在を検証する方法

として， Primeauxのダミー変数による方法をとる。

港湾における競争はアメリカの電気業とは異なっているので， Primeaux

の方法で競争関係を設定する ζとができない。すなわち，港湾では，完全な

地域独占となっている港湾と同一地域で数港湾が競争しているという明確な

区別ができない 6）。そ乙で，同一港湾のなかに，公共埠頭と民間埠頭が共存

している場合，その港湾は競争していると仮定する。もし，同一港湾lζ民間
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埠頭が整備されていない場合，その港湾は競争圧力から独立であり，独占港

湾であると仮定する。

ζのような競争関係の設定は怒意的であり，多くの問題を残しているが，

港湾管理者は民間埠頭の整備や貨物取扱量の動向について，無関心ではなく，

むしろかなり意識している乙とを前提とするならば，一応納得しうるものと

考えられる。

競争関係にあるとする港湾の選択は，次のような選択基準にもとづいて行

なった。同一港湾に民間埠頭が大型岸壁換算において， zoom以上整備され
ており，民間埠頭と公共埠頭の整備水準の格差が換算lとおいて， 3倍以内の

港湾を競争港湾とし，他の港湾を非競争港湾とした。ただし，格差が3倍以

上の港湾でも民間陣頭がzooom以上整備されているものは競争港湾とした：i
非説明変数である港湾管理者の平均費用は，港湾取扱貨物量1000トン当り

の企業会計方式における総費用を用いる乙ととした。との平均費用は，特定

重1要港湾，重要港湾，特定及び重要港湾のそれぞれの平均が， 90.35円／ ト

ン， 1.036.11円／ トン， 894.13円／ トンとなっている。乙のように，重要港

湾109港のなかには，平均費用が極端に大きいものがある。乙れは貨物取扱

量は少ないが，新たな港湾整備を行なっている場合などは，平均費用が大き

くなるものと考えられる。そ乙で今回の研究対象港127港のなかで，特l乙平

均費用の大きい次の18港を対象港から除き，実証分析を行なう乙ととした。

石狩湾新港，石狩，青森，大湊，久慈，秋田，船Jll，能代，酒田，相馬，大

洗，直江津，因子の浦，御前崎，津，松阪，阪南，浜田，水俣の18港である。

なお，昭和58年3月現在において重要港湾であった，むつ小川原，常陸那珂，

三隅，熊本の4港は，収入と費用が大幅IL3JE離していたため， 最初から研究

対象外とした。

ダミー変数以外の説明変数は， Primeauxの実証分析に対応して，以下の

ような変数となっている。販売量（売上高）として，港湾取扱貨物量，原材

料コス卜として管理費，事業所及び世帯当りの消費量としてl隻当りの予約

総トン数，市場密度として船舶総トン数，生産能力として大型岸壁延長（換

算）を代理変数とした（資料出所等の詳細は表2参照）。
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注 1) Stigler〔13〕と Leibenstein 〔7〕の論争。
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2) x一効率， X 非効率の計測に関する実証分析の展望は．馬場・岩崎〔 3〕

が参考になる。

3) Caves and Uekusa 〔5〕の実証分析結果の要約が植草〔15〕の第10章に

示されている。

4）港湾規模と一般管理費の相関係数は予想されたとおり高いものとなっている。

港湾規模は大型岸壁延長を代理変数として計測したものである。

5 ）アメリカの電気業は，日本の9電力会社による完全地域独占ではなく＇ 49都

市では2つ以上の電力会社が競争している。乙の競争は．日本の新聞のよう

にいつ，いかなる場合でも電力会社を変更し．契約できる場合と，一度その

地域で契約した場合は契約の変更ができない場合があり．必ずしも競争条件

は等しくなし、。

6 ）もし，港湾問の物理的距離や時間距離さらには経済距離を正確に計測した場

合Kは，十分説得力ある競争関係を説定するζとが可能となり，競争港湾と

非競争港湾とを区別できる。

7)格差が3倍以内，民間埠頭の整備水準2000m以上という基準は正当なる根拠

iともとづいたものではなし、。しかし．公共陣頭と民間埠頭との聞に，大幅な

格差が存在しているならば．競争圧力は弱し、ものと考えられるし．民間埠頭

の整備水準が高いと公共埠頭はより競争圧力を受けるととが予想される。

岸壁換算は．荷役用のみを対象とし目換算率一4.5m以上一7.5m未満；

1 / 3. 一7.5m以上－9.0m未満； 2/ 3, -9.0m以上一 12.0m未満お

よび一12.0m以上 ，lとして大型岸壁延長を導出した。

また港湾取扱貨物量も雑貨換算するζとが適切であったが，品目別，荷姿

別把握が不可能であったため．換算貨物量となっていない。

5.計測結果

x－効率の計測は，特定重要港湾および重要港湾両者の研究対象港のすべ

ての港湾（以下，全国という）と特定重要港湾（以下，特定港という），そ
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して重要港湾（以下，地方港という）の3ケースに分けて行なった。乙れは，

大都市の大港湾である特定港と中小の港湾でミある地方港の平均費用との聞に

は，なんらかの有意な構造的要因が存在しているものと考えられるからであ

る。

計測結果の要約が表2IL.示されている。

われわれが予想したように，推定結果から特定港と地方港との聞に，有意

な差が存在する ζとをみてとる乙とができる。

港湾取扱貨物量の係数は3ケースともすべて負であり，図4＇ζ示されてい
るように，日本の港湾管理者の平均費用曲線が右下りであるととをみてとる

ととができる。特定港の傾きが一0.7845千円／ トンに対して，地方港のそれ

が－3.0316千円／ トンとなっており，地方港の平均費用曲線はかなり急勾配

となっている。 ζのととは，地方港が規模の利益の発生する余地を多く残し

ている乙とになるが，同時に，過剰設備を保有している乙とを意味している。

管理費の係数についてみると，管理費が平均費用を上昇させる。または管

理費の上昇がX一非効率の原因であるという仮説は，特定港では一応支持さ

れているが，地方港では支持されていない。

乙のように，特定港ではどちらかといえば港湾整備に関する費用よりも管

理費が平均費用の上昇に大きな影響力をもっている。一方，地方港は管理費

ではなく，港湾整備への過剰投資が費用上昇に決定的な影響力を及ぼしてい

るといえる。

生産能力ないし供給能力を示す大型岸壁延長の係数は，全国，0.0139，特

定港0.0022，地方港の0.02となっている。 ζれは， 全国平均において，大型

岸壁を 1m延長する乙とによって港湾管理者の平均費用を13.9円上昇させる

ζとを意味している。同様に，特定港では， 2.2円，地方港では， 20.0円と

なっている。

大型岸壁延長の係数のなかで，特定港の係数は有意ではないが，乙の数値

から港湾管理者財政への影響について推論すると，次のような乙とが指摘で

きる。大型岸壁 lm当りの港湾整備水準に対して，地方港の港湾管理者は特

定港の港湾管理者よりも，9倍近い財政負担を課せられている乙とになる。



説明変数

港湾I取扱貨物量

（トン）

'1、が4。 tlll '{'i 
(T-!fl) 

入浴船舶平均トン数

（トノ）

入港船舶総トン数

（トノ）

大 !l~ 岸壁延長
(m) 

銃争ダミ一変数

）~ミ 数 現

D w 

R2 

s 

競争効果とx－効率
表 2 計測結果

特定唱嬰－重要港湾 特定ill要港湾
(109浴） (18浴）

-2.0357 -0. 7845 

( 2. 2596) b (-10238) 

0.00003 0.00004 

(1. 5078) c (21149)b 

-6. 6566 -4.3888 

( l. 6322) c (-0 2434) 

0.5145 -0.0788 

( -0.6229) (-0.1165) 

0.01394 0.00223 

( 2 .1039) b (0.4302) 

-49.103 58 .114 

(-2.1394)b ( 1.5278) c 

167.66 138.94 

1. 3481 1 1934 

0.28125 0 .45531 

94.748 51.357 

ll'X要港湾
(91港）

-3.0316 

( 2 .1022) b 

0.00006 

(0 7984) 

-5.7717 

( 1.3430) c 

-0.5519 

( -0.4159) 

0.02003 

(l.614l)c 

41.047 
(-l.5597)c 

165 .10 

1.3776 

0.28229 

98.539 

（注） I. '/'/J IJ に rn1する資料は「込Ii輸省浴湾局包-J'i! fi:l~」資料による 。
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（半｛立.T-円）

資料 山 内i

「港湾統計年報」

「逆輸省港湾局

「位t)ll ~:ll J

「港湾統計年報」

「港湾統計年報」

「mi湾施設JJl況
一位表」

2. D ・Wはダービン ・ワトソン比率、 R2は1'111:11主修正済決定係数、 Sは標準誤吾

3. ( ）内の数値はtf1li 
4. aは1%で有芯、 bは5%で1-T立、cは10%で有意

したがって， 今後，国土の均衡ある発展という課題に応えるためや，先lζ述

べたように地域住民の福祉の最大化という目的のために，地方への港湾投資

がなされる場合，港湾管理とその推持のために，地方の港湾管理者すなわち

地域住民は，特定重要港湾管理者以上K，しかも十倍近い負担を覚悟しなけ

ればならないという乙とである また，港湾管理者の赤字の動向については，

港湾取扱貨物量の係数とその動向からも，特定港よりも地方港の赤字額が増

加するととが予想されるので，乙の点からも地方港の港湾管埋者の財政負担
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が大きくなるものと予想される。 さて，港湾管理者の赤字の原因のひとつ

がX一非効率にあるという乙の論文のテーマについて検討しよう。

われわれの計測結果によると，3ケースともすべて競争ダミー変数の係数

は負である。すなわち，港湾においてX一効率・非効率が存在しており，港

湾における競争が港湾管理者の平均費用を引き下ける効果のある乙とを示し

ている。

特定港と地方港の係数は10%で有意，全国は5%で有意となっている。全

国の港湾においては，競争が平均費用を 1トン当り49.10円引き下げる効果

のあるととを示している。乙れは全国の平均費用134.33円の37%に相当して

いる。同様に，特定港の競争効果は，平均費用を58.11円引き下ける。そし

てζれは特定港の平均費用90.35円の64%に相当する。また，地方港におけ

る競争効果は， 41.05円平均費用を引き下げ，それは地方港の平均費用141.

09円の29%に相当している。

今回の計測結果は若干過大推定であると考えられるが，乙のように，港湾

における競争は港湾管理者の平均費用を大幅K引き下げる効果を持っている

乙とが示された。乙のζとは港湾iζ，X一効率， X一非効率が存在している

という仮説が肯定される乙とを意味している。そして港湾管理者の赤字のひ

とつの原因は， x－非効率lともとづくものであると結論する乙とができる。
特定港と地方港とにおける競争効果の差についてみると，絶対値では特定

港が約17円ほど大きくなっているが，平均費用IL.対する比率においては，特

定港が35%も大きくなっている。乙のことは，特定港は地方港よりも競争効

果の余地を多く残している乙とを示唆している。いずれにしても，乙れらの

数値は特定港や地方港lζ限定される乙となく，港湾lζはX一効率が存在して

おり，港湾管理者財政の巨額な赤字の一部が，港湾lζ関する公的規制の緩和，

競争政策の導入によって解消しうるものであるという乙とを実証している。

6.むすび

われわれは，全国の港湾管理者が巨額な財政赤字を抱えているという事実
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や平均費用の上昇に注目し，港湾KX一効率， x－非効率が存在しているか

どうかを検討してきた。

われわれの計測結果から，港湾には， x－効率， X一非効率が存在してお

り，港湾における競争が港湾管理者の平均費用を41円～58円 （29%～64%)

という大幅な引き下げを可能iζしうるものである乙とが明らかにされた。

乙の論文での計測は，試算的なものであるが， ζの計測結果を一応是認し

うるならば，港湾におけるどのような公的規制がX 非効率を発生させてい

るのか，また，どのような競争政策がX一非効率を減少させ， x－効率を実

現させる乙とができるのかを検討する乙とが，今後の重要な課題となる。

港湾管理者の赤字対策として，企業見地に立つ港湾管理や建設体制の確立，

さらには受益者負担制度の活用等の市場原理導入が提示されるなど，昭和40

年頃から検討されてきた。しかし，乙れらの提案が実行されなかったり，実

行されても赤字解消K結びつかなかったのは，港湾lζ市場競争圧力が欠如し

ているからにイ也ならない。

X一効率が存在しているととを前提とするならば，市場原理が作用するよ

うな条件整備を行なう必要がある。例えば，港湾地区の土地利用に関する規

制緩和，民間埠頭整備促進のための公的資金や法的推進体制の確立等である。

1臼2億円の赤字という乙とを考えるならば，港湾にも市場原理が有効lζ作

用するような大担な創意工夫を真剣に検討すべき時期にきているのではない

か。
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